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様式第3号(第12条関係) 

審議会等の会議の記録 

会議の名称 伊勢崎市環境審議会(令和 7 年度第 4 回伊勢崎市環境審議会) 

開催日時 令和 8 年 3 月 24 日(水)午前 10 時 00 分～午前 11 時 00 分 

開催場所 伊勢崎市清掃リサイクルセンター２１ 管理棟３階大会議室  

出席者氏名 (委員 9 名) 

髙橋委員､岡安委員､松浦委員､江原委員､須永委員､矢内委員､福元委員、金子委員、齋

藤委員 

※欠席者:峯岸委員、神戸委員､大屋委員、塩島委員､千吉良委員、角田委員 

(事務局 5 名) 

小林環境部長､塩島環境部副部長 

小保方課長､輿石係長､須田主任 

（GX 推進課） 

小此木課長、桑名課長補佐兼いせさき GX 推進係長、谷川主査 

（計画策定委託業者：八千代エンジニヤリング株式会社） 

久我氏、松井氏、平野氏、杉山氏 

傍聴人数 なし 

会議の議題 （１） 副会長の選任について 

（２） 第 2 次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定について 

（３） その他 

会議資料の内容 ・資料 1 第 2 次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）改定（案） 

・資料 2 修正箇所新旧対照表① 

・資料 3 修正箇所新旧対照表② 

・資料 4 修正箇所新旧対照表③ 

・資料 5 答申案 

・参考 第４次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（案） 

会議における 

議事の経過 

及び発言の要旨 

１. 開会 

 

２. 会長あいさつ 

 

３. 議題 

(１) 副会長の選任についてについて 

環境政策課より副会長の選任について説明。 

※事務局案により福元委員を副会長とすることとなった。 

 

(２) 第 2 次伊勢崎市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）について 

GX 推進課より資料 1，2，3，4 を用いて改定について説明。 
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会議の名称 伊勢崎市環境審議会(令和 7 年度第 4 回伊勢崎市環境審議会) 

※説明について次のとおり質問・意見があった 

 

委 員  改定案では、審議会、市民協議会、パブリックコメントの意見が反映され

ていると感じた。その一方で、今後どのように実行するかが重要だと考え

る。審議会としては実行についても関わっていきたい。 

委 員  資料 2 の No.3に関して、2050 年度の目標は産業の誘致や成長を考慮した

うえで達成できるのかどうかなど、どのような前提となっているのか。 

事務局  ロードマップについて、将来的な人口減少は考慮しているが、事業所数は

現在の数値を使用して推計しており、誘致や成長等は考慮していない。 

委 員  現状、産業の拡大は考慮しておらず、産業が拡大した場合は見直すという

ことで理解した。総合計画や環境基本計画等の最上位計画において、温暖

化対策については実行計画が担っていると記載されている。計画として

は、特に適応策の部分が足りていない印象もあるが、他の計画との連携す

ることで満足すると思う。なお答申においては、このことに触れておくべ

きと考える。 

事務局  グリーンインフラを含めた緑の保全については、新年度から着手予定の緑

の基本計画で整理し反映する。 

委 員  金子委員から答申案の説明をお願いしたい。 

委 員  答申に関する補足資料について説明した。 

委 員  答申の内容は資料を踏まえて、細かい修正等を事務局にお願いすることと

する。 

 

(３) その他 

参考資料を用いて事務事業編案を GX 推進課より説明。 

※説明について次のとおり質問があった。 

 

委 員  事務事業編は、だれがどのような目的で読むことを想定したものなのか。 

事務局  区域施策編は、ロードマップについて行政主導としつつ、市全体で推進す

るためのものである。一方、事務事業編は、清掃リサイクルセンターの操

業など市の事務事業を対象としたものである。 

委 員  事業者に対して配布はするのか。 

事務局  配布する予定はないが、HP での公開や要望によっては出前講座で説明す

ることもある。 

委 員  事務事業編の排出量について、2021 年度・2022 年度は減少し、2023 年度・

2024 年度に増加しているが、要因は何かわかるか。 

事務局  電力の排出係数の変化や、燃料使用量の増減が関係するが、社会的要因と

してコロナの影響も考えられる。 
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会議の名称 伊勢崎市環境審議会(令和 7 年度第 4 回伊勢崎市環境審議会) 

委 員  事務事業編においてもコロナの影響はありえるのか。 

事務局  ごみの排出や職務への影響もあり、活動量の変動は事務事業においても影

響があった。 

委 員  意見として、市が対策を実行していくことを考慮すると、区域施策編の目

標に対して事務事業の目標はさらに高いものにすべきでもあると思った。 

 

４. 閉会 

 


